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◯18 番（松野 隆）登壇 私は、公明党福岡市議団を代表して、生活保護について、障が

い者、障がい児関連施設について、オストメイトについて、以上３問について質問をしてま

いります。 

 初めに、生活保護についてお尋ねします。 

 今般、高額所得の有名芸能人の親族による生活保護受給問題が大きく脚光を浴び、早速、

小宮山厚労相は、今後制度のあり方について見直しを進めると表明しました。 

 そもそも生活保護制度は、憲法において最低限度の生活を保障し、現役世代には将来的な

自立を支援することを目的とする制度であり、経済的自立が困難な方への大変重要なセー

フティーネットであります。一方、長引く経済不況を背景とした保護費の急増による財政の

確保、あるいは後を絶たない不正受給は、国民感情を著しく逆なでし、国民の間には不平等

感がぬぐえない状況となっております。 

 まず、５年前と現在の生活保護額と伸び率について、また、年代別にどの年代がふえてお

り、世帯別ではどう推移しているのか、さらにその分析についてお答えください。 

 次に、本市における生活保護の不正受給件数と金額について過去３年間について、あわせ

てその主な要因についてお答えください。 

 今後、高齢社会のさらなる進展に伴い、就労不可能な高齢生活保護世帯の増加は明らかで

あり、本制度の条件変更いかんでは日本の地域社会のあり方や親子関係、人間関係にも大き

な影響を与えるものと感じております。 

 そこでお尋ねしますが、親族による扶養は、場合によっては３親等まで規定しております

が、扶養の概念の詳細について、また、申請の際、窓口では扶養義務者に対してどのような

働きかけを行っているのか、お答えください。 

 今般報道された若手芸人２名の親族による生活保護受給は、不正受給に該当するのか、実

態に即して御所見をお示しください。また、今回の騒動で白日のもとにさらされた親族の個

人情報のあり方について、本市はどのようにお考えか、あわせてお答えください。 

 さらに、本市の自立の促進に向けた取り組みについて、主な内容とその目標と成果につい

てお示しください。 

 次に、障がい者関連施設についてお尋ねします。 

 平成 14 年度の西部療育センターに続き、待望久しい東部療育センターが平成 23 年度に

オープンしました。年々障がいがあるお子さんがふえる傾向にある中、より多くの乳幼児や

児童が早期に療育機会を得られ、利用者と保護者の皆様に大変喜ばれております。 

 さて、本市南区のあゆみ学園は肢体不自由児の療育施設として昭和 48 年に設立され、約

40 年を迎えようとしております。 

 まず、あゆみ学園の施設も設立と時を同じくし、間もなく 40 年を迎えようとしておりま

すが、これまで建てかえの議論はなかったのか、現場から要望は出ていないのか、お答えく



ださい。 

 次に、障がい者就労支援センターの施設についてお尋ねします。 

 現在、博多区千代にある就労支援センターは 2005 年に発生した西方沖地震により施設が

ダメージを受け、現在に至っております。今も施設の耐震改修が進んでいないのはなぜです

か、お答えください。 

 続いて、発達障がい者支援センター「ゆうゆうセンター」について、同センター施設は教

育委員会の発達教育センターのワンフロアを使用しておりますが、施設が狭隘化しており、

スタッフの動線も確保できていない状況ですが、現状についていかがお考えでしょうか、お

答えください。 

 最後に、オストメイトについてお尋ねします。 

 消化器系や膀胱などの疾患が原因で腹部に人工の排尿、排便の排せつ口、ストーマをつく

った方をオストメイトと呼びます。膀胱あるいは肛門を切除し、永久ストーマを造設すると、

ストーマ装具の洗濯、あるいは社会復帰した際の環境の違いなど、日常生活にはさまざまな

制約が生じ、社会参加や人間関係への気遣いなどに悩みや御苦労が絶えないとお聞きして

おります。 

 そこで、オストメイトの方々の日常、あるいは緊急時のＱＯＬ確保の観点からお聞きして

まいります。 

 まず、本市における膀胱・直腸機能障がいの障害者手帳所持者数についてお示しください。 

 国立がん研究センターの発表によりますと、１年間に約 10 万人が人工肛門造設の主因で

ある直腸がん、結腸がんなどの大腸がんと診断され、死亡者は４万人を超えております。罹

患率は男性、女性ともに発生部位別で第２位、死亡率では男性が第３位に対し、女性は第１

位となっております。一方で、大腸がんの５年生存率が 40 年前は 30％台でしたが、現在で

は 75％近くまで向上しており、それだけに社会復帰後の環境整備は大変重要となります。

本市における大腸がん患者数とがん全体に占める大腸がんの割合をそれぞれ男女別にお答

えください。 

 次に、ストーマ装着時に保護や汚れ防止などのために使用する各種用品で、厚生労働省か

ら給付が認められている 13 品目のストーマ用品のうち、本市の給付は何品目か、その根拠

と全品目給付を行っている福岡都市圏の市町村名、指定都市名をお答えください。また、平

成 24 年度福岡市地域防災計画において、障がい者用防災トイレ、オストメイト対応防災ト

イレの配置計画の有無、並びにその理由についてお答えください。 

 続いて、本市の学齢児における、いわゆる小児ストーマ者数の詳細についてお答えくださ

い。 

 以上で１回目の質問を終わり、２回目からは自席にて質問いたします。 

◯副議長（大石修二） 中島保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（中島淳一郎） まず、生活保護に関する御質問にお答えします。 

 まず、生活保護費でございますが、平成 19 年度決算額は 503 億 1,033 万円余、平成 23



年度最終予算額は 754 億 7,165 万円余で約 50％の増となっております。また、５年前と比

較し、保護人員、累計別世帯数では、すべての年代、世帯で増加しておりますが、特に 18

歳から 40 歳が 2,576 人、41 歳から 59 歳が 3,955 人、65 歳以上が 2,933 人増加しており、

累計別世帯数ではその他世帯が 4,668 世帯、高齢者世帯が 2,463 世帯と著しく増加しており

ます。これら増加の要因としましては、高齢化社会の進展やいわゆるリーマンショック後の

急激な景気の後退により雇用状況が悪化したため、保護世帯が急増したものと考えており

ます。 

 次に、過去３年間における福岡市の不正受給の件数とその金額につきましては、平成 21

年度は 749 件、２億 2,734 万円余、平成 22 年度は 940 件、３億 4,161 万円余、平成 23 年

度は決算見込みで 1,402 件、４億 7,594 万円余となっております。不正受給の要因につきま

しては、平成 23 年度で申し上げますと、稼働収入の無申告が 35.9％、各種年金等の未申告

が 17.3％となっております。 

 不正受給が増加している要因につきましては、生活保護の適正実施の一環として、本人の

収入と市民税情報を突合することより確認を行う収入調査徹底事業を順次拡大するなど、

調査の徹底を図っていることが件数等の増加の要因の一つと考えております。 

 次に、扶養についてでございますが、民法上直系血族及び兄弟姉妹は互いに扶養する義務

があり、また過去に扶養を受けたことがある場合など特別の事情があるときは、そのほかの

３親等内の親族間においても扶養の義務が発生いたします。この扶養義務者による扶養は

保護に優先して行われるものと定められており、保護の要件とは異なるものとして位置づ

けられております。 

 扶養義務調査につきましては、生活保護新規申請時及び被保護者やその扶養義務者の状

況の変化に応じて親や子、兄弟などを中心に金銭的援助の可能性のほか、家族としてのつな

がりの状況確認や今後の精神的支援への協力等について依頼するなどの働きかけを行って

いるところであります。 

 次に、議員御指摘の今回の事案につきましては、報道された限られた情報で判断いたしま

すと、扶養義務者が存在する状況であっても保護基準を満たす程度の援助がない場合には

保護の対象となるため、不正受給であるとまでは解せないと考えております。 

 次に、親族の個人情報のあり方についてでございますが、今回親族の個人情報が公開され

た経緯については、詳細は把握しておらず不明でございますが、一般的には個人情報保護の

観点から、本人の同意がなく公開されるべきものではないと考えております。 

 次に、自立支援の促進に向けた取り組みにつきましては、平成 22 年に生活保護課題検討

委員会で平成 23 年度から平成 25 年度までの３年間に集中的に取り組む生活保護の課題解

決へ向けた取り組み方針を策定いたしました。特に取り組み方針の中でも働くことができ

る被保護者への就労支援には重点的に取り組むこととし、就労支援相談員による専門的支

援や職業カウンセラーによる就労意欲喚起等支援事業の活力推進により被保護者の就労達

成や増収を支援いたしております。就労支援の成果につきましては、毎年度 700 名程度の



就職、増収の目標に対して、平成 23 年度は 1,090 人を達成しており、次年度以降も就労支

援の強化など自立支援の促進に努めてまいります。 

 次に、障がい者関連施設についての御質問にお答えします。 

 障がい者就労支援センターにつきましては、福岡県西方沖地震を契機に耐震診断を行っ

たところ、独立行政法人都市再生機構、ＵＲの住宅が当該施設の上部に設置されていること

から、耐震基準を満たしていない状態となっており、耐震対応が必要となっております。現

在、ＵＲにおいて住宅部分を解体するのか、福岡市とともに建築物全体を改修するのか検討

されており、早期に結論を出していただくよう促しているところでございます。福岡市とし

ましては、その結果を踏まえ適切に対応してまいります。 

 次に、オストメイトに関する御質問にお答えいたします。 

 まず、福岡市における膀胱・直腸機能障がいの身体障害者手帳所持者数についてでござい

ますが、平成 24 年３月末現在で 1,675 人となっております。 

 次に、福岡市における大腸がんの患者数とがん患者全体に占める大腸がんの患者の割合

についてですが、大腸がんで継続的に治療を受けておられる福岡市民の患者数につきまし

ては、正確な統計データはございませんが、厚生労働省が３年ごとに行っている患者調査の

全国統計から推計いたしますと、平成 20 年９月時点で約 2,700 人、そのうち男性が 1,500

人、女性が 1,200 人となります。また、すべてのがん患者に占める大腸がん患者の割合は約

12％で、男性では約 14％、女性では約 10％となっております。 

 次に、福岡市が給付を行っているストーマ用品の品目数についてでございますが、ストー

マ用品の給付は日常生活用具給付事業で行っており、具体的にどのような用品を給付する

かは市町村が定めることとなっております。現在、福岡市におきましては、オストメイトの

方々から要望のあっている 13 品目のうち、厚生省から示されている考え方を踏まえて 10

品目の給付を行っているところでございます。ストーマ用品につきましては、厚生労働省か

ら皮膚の保護、排せつ物の漏れ防止、皮膚への装具密着などのために使用する各種用品であ

るという見解が示されており、福岡市におきましては、この考え方を踏まえ、ストーマ袋カ

バー、皮膚保護剤穴あけ専用はさみ、消臭剤の３品目の給付は行っておりません。 

 次に、13 品目の給付を行っている福岡都市圏の市町村についてですが、16 市町のうち、

筑紫野市、春日市、大野城市などの 10 市町でございます。また、政令指定都市につきまし

ては 20 都市のうち、仙台市、広島市、北九州市などの７都市で 13 品目を給付いたしてお

ります。 

 次に、平成 24 年度福岡市地域防災計画における障がい者用防災トイレ、オストメイト用

防災トイレの配置計画の有無についてでございますが、福岡市地域防災計画におきまして

は、学校、公民館など避難所に指定している施設について、高齢者や障がい者などの要援護

者の使用に支障がないよう施設の整備に努めることとされ、避難所の運営に当たっては要

援護者が必要とする用具、用品等を把握し、調査を行うこととしております。現在のところ

障がい者用防災トイレ、オストメイト用防災トイレなどの具体的な配置計画については定



めておりません。 

 最後に、福岡市の学齢児における、いわゆる小児ストーマ者の詳細についてでございます

が、福岡市における膀胱・直腸機能障がいの手帳所持者のうち、小中学生は平成 24 年３月

末現在で９人となっております。そのうちストーマ装具を利用している小中学生は、平成 24

年４月末現在で２人となっております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 吉村こども未来局長。 

◯こども未来局長（吉村展子） 障がい児関連施設についてお答えいたします。 

 肢体不自由児の通園施設あゆみ学園の建てかえにつきましては、全市的にアセットマネ

ジメントの方針に基づき検討を行っており、他の施設同様、長寿命化の方針のため建てかえ

の議論は行っておりません。現場から建てかえについての意見は特に上がってきてはおり

ませんが、利便性の向上を求める意見は出されており、それに応じた施設改善を適宜行って

いるところでございます。 

 次に、発達障がい者支援センターにつきましては、現在、発達教育センターの施設を利用

して事業を行っております。中央区地行浜のヤフードームの隣に立地し、交通の便もよく、

こども総合相談センターや発達教育センター中央特別支援学校などの障がい児福祉関係施

設と隣接しているなどのメリットがある反面、事業拡大や体制強化に伴い年次的にスタッ

フの増員など、充実を図った結果としまして事務室が手狭になるなどの課題もあると認識

いたしております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） 生活保護につきまして新聞報道によりますと、厚労省は、親族によ

る扶養の可否の証明義務を課すことも検討しておりますが、申請者の家族への証明を義務

化することによって家族間の関係悪化やこじれることをおそれて申請を断念する方が出る

ことも予測されます。 

 このたびの有名芸能人の所得や背景を知るにつれ、問題がないと思う人はいないと思い

ます。しかし、現在の生活保護の課題に対し、本来は社会保障全体の論議とともに検討すべ

きであり、さらに雇用の確保や低賃金など雇用環境、社会のあり方についても考えなければ

ならず、生活保護制度のみ、あるいは保護受給額のみを削減すれば課題解決するものでは決

してありません。まずは年金受給者が老後を安心して送れるよう何らかのアドバンテージ

を与える、実現可能な年金制度改革が優先課題ではないかと思います。 

 逆に、いわゆる不正受給者の悪質なケースにつきましては、処罰の厳格化などを検討すべ

きであり、御答弁のように稼働収入がある人には自立への意欲を喚起する指導を強化すべ

きであります。また、将来不動産の相続が可能な親族に対してはリバースモーゲージ申請の

義務化を求めていただきたいと思います。 

 親族による扶養については、答弁のとおり、家族間において経済的支援に限らず、精神的、

物質的支援が積極的に行えるような啓発活動を行っていただき、崩れかけた親子のきずな

を良好に保てるように努めてください。 



 少子・高齢社会において、現行制度では扶養にかかわる課題や矛盾も大変多く、医療、介

護の負担のあり方や控除を含め、核家族化の進展や大家族制度の利点など、家族のあり方に

ついてもまだ十分な論議と仕組みづくりが必要ではないでしょうか。今後も地方の実態を

踏まえ、頑張った者が報われる社会、頑張りたかったけれど頑張れなかった者も守られる社

会を目指し、積極的に国への提言を重ねていただきますよう要望いたします。 

 以前、北九州市で起こったような受けざるを得ない方に対して生活保護の入り口をきつ

く絞ることがあってはなりませんし、生活保護だけが糧である市民が非難されることがあ

ってはならないと思います。この問題の最後に、今後の生活保護行政のあり方について御所

見を求めます。 

 次に、あゆみ学園は、主に１歳児から５歳児までの肢体不自由児を中心とした先天的な脳

性障がいや感覚障がい、摂食障がいなど幅広い乳幼児が通所により感覚訓練、摂食訓練や医

療的ケアなどさまざまな支援を受けております。また、ゼロ歳児から 18 歳までの子どもが

外来で感覚統合訓練、言語療法、作業療法などの訓練も受けております。来所困難な方には、

年間延べ 100 件近い在宅訪問による支援事業や家庭の事情による日中一時支援事業、さら

にアミカスにおいては発達障がい児への相談、情報提供、重ねて医療機関との情報交換、研

修事業等々、その事業内容は多岐にわたり、肢体不自由児、知的、発達障がい児も含め、サ

ービス利用者と御家族になくてはならない施設であります。しかし、築 40 年の施設は老朽

化、狭隘化が進み、これまで増改築を重ねながらごまかしごまかし運営してきております。

本市はアセット対象施設として位置づけているようですが、実際に現地を見て、これほどの

事業ボリュームと職員の労働環境などから考えますと、この建物そのものでの事業の継続

は限界を迎えているように思います。 

 お尋ねしますが、現在のあゆみ学園の施設についてどのような課題があるとお考えでし

ょうか、御認識を伺います。 

 次に、本市就労支援センターの防災面と発達障がい者支援センター「ゆうゆうセンター」

の狭隘化もさることながら、両センターを都心の１カ所に移転させ、利用者の利便性と機能

性の向上を図るべきではないかと考えます。障がい者の皆さんが最も通いやすい天神周辺

など都心部に環境を移し、日常的に民間施設や親の会との関係構築や研修にも利用してい

ただき、そして、今後両センターが本市療育機関の中心的存在として事業を担える環境をも

う一歩推進していただきたいと思います。今後、両センターの移転を御検討いただきたいと

思いますが、御所見をお示しください。 

 オストメイトについてです。 

 まず、13 品目のストーマ用品はオストメイトにはなくてはならないものです。おなかの

排せつ口は雑菌の繁殖を防ぎ、常に清潔な状態を保ちながら、周りへのにおいにも気遣わな

ければ平凡な日常生活さえ送れません。そのための経済的な負担は当事者にとっては大変

であるからこそ、国が給付すべき品目を指定し、費用負担も一部しているのであります。回

答にありましたとおり、幾つもの福岡都市圏、指定都市が福祉施策として既に全品目給付を



行っており、本市に対しても数年前から患者団体から切実な全品目適用の要望がなされて

いるにもかかわらず、いまだ実現しておりません。改めて本市も 13 品目すべての給付を行

うべきと思いますが、お答えください。 

 次に、防災用専用トイレの配置につきましては、そもそもトイレの配置は障がいの有無に

限らず、防災避難計画のかなめであります。福祉避難所も検討中ではありますが、まだ未整

備であり、対策が急がれます。申すまでもなく、オストメイトは自分の意思とは関係なく排

せつされますので、大規模災害時に専用トイレの確保ができなければ、当然、避難生活は送

れません。 

 過日、宮崎市役所の障害福祉課、危機管理課を訪ね、障がい者用災害整備計画をお聞きし

てまいりました。宮崎市は常設の障がい者用トイレの整備への意識が高く、指定避難所 233

施設の中で 161 施設に整備を済ませ、そのうちオストメイト対応トイレは既に 43 施設に常

設されておりました。また、備蓄用トイレも組み立て式、車いす式、合わせて障がい者用が

６基、組み立て式オストメイト用トイレが５基、ほかに仮設用汚物処理機器一式が既に購入、

配置されております。昨年の秋に検討を始め、年度内には整備されるという対応の早さには

感心しました。本市も設置型、備蓄型ともに配置すべきでありますし、特に最低限の防災用

オストメイト対応トイレの備蓄は急務だと思いますが、お答えください。 

 最後に、小児ストーマの実態につきまして、過日、教育委員会に学校現場などの詳細を問

い合わせたところ、本市にも当事者となる生徒が存在していながら、全く実態を把握してお

りませんでした。大変残念でなりません。そこで、過日、長年医療機関に看護師として勤務

されているベテラン看護師長にお忙しい仕事の時間を割いていただき、小児の実態につい

てお聞きしてきたところ、お子さんも御家族も学校において総じて大変な思いをされてい

ながら、我が子のために無理を言ってはいけないという遠慮もあるそうです。そうならない

ために学校側から当事者へのアプローチは不十分であると痛切に感じました。まずは実態

把握を行っていただきたいのですが、いかがございましょうか。 

 以上で２回目の質問を終わります。 

◯副議長（大石修二） 中島保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（中島淳一郎） まず、生活保護行政のあり方についてでございますが、高

齢化の進展や近年の経済不況に伴い生活保護世帯が急増し、財政負担等の問題が生じてお

ります。このような中、福岡市では平成 22 年度に副市長を委員長とする関係部局で構成す

る福岡市生活保護課題検討委員会を設置し、自立支援の促進、保護の適正実施、業務執行体

制の整備、国への提言を内容とする課題解決のための取り組み方針を策定し、平成 23 年度

から 25 年度までの３カ年を実施期間として、この間の目標数値を定め、取り組みを進める

ことといたしました。取り組みの初年度であります平成 23 年度には、任期つき短時間勤務

職員の導入等により実施体制を整え、対象者の特性に応じた就労支援策の充実による自立

支援策の強化などを行い、一定の成果をおさめているところであり、また一方で、国に対し

ては、高齢者を対象とする年金制度と整合した新たな生活保障制度の創設や、働くことがで



きる人が働く社会、不正を許さない制度、生活保護の全額国庫負担に向けた制度改革につい

て、指定都市市長会や全国市長会などさまざまな機会を通じて国へ提言を行っているとこ

ろであります。 

 いずれにいたしましても、生活保護がセーフティーネットとして今後も有効に機能して

いくためには、生活保護制度に対する市民の方々の理解と信頼が必要であり、自立支援の促

進と適正実施に取り組み、本当に必要な方が受けられる生活保護の実施に努めてまいりま

す。 

 次に、障がい者就労支援センターの移転を検討すべきではないかということについてお

答えいたします。 

 同施設は平成 15 年４月の開設から 10 年目を迎え、現在地での利用が定着しているとこ

ろでございますが、今後とも関係機関との連携に努めるとともに、利用者の方などの意見も

聞きながら、障がい者の就労支援の充実策について検討してまいりたいと考えております。 

 次に、福岡市も 13 品目のストーマ用品を給付すべきではないかとのお尋ねでございます

が、オストメイトの方々から給付の御要望があるストーマ用品以外にも、さまざまな障がい

のある方々から日常生活用具の給付の拡充について多くの御要望をいただいております。

これらの御要望につきましては、学識経験者の方々で組織する福岡市障がい児・者日常生活

用具検討委員会に御意見を求め、給付について検討しているところでございます。ストーマ

用品の給付につきましては、オストメイトの方々の生活実態や福岡都市圏の市町村、政令指

定都市の状況も踏まえ、検討してまいりたいと考えております。 

 最後に、オストメイト用防災トイレ等の設置、備蓄についてですが、障がいのある方の生

活に支障が出ないように環境整備を図っていくことは重要であり、災害時の避難所におけ

る整備については障がい者等の使用に支障がないよう、施設を所管する関係局と協議を進

めてまいります。特にオストメイト対応トイレの設置については、福岡市福祉のまちづくり

条例に基づいて、障がいのある方を初め、多くの人が利用する一定規模以上の建築物に整備

するよう促進を図っているところでございます。また、公民館については市民局において、

平成 22 年度から 150 坪に整備する公民館について原則としてオストメイト対応トイレを設

置していくこととしたと聞いております。 

 防災用オストメイト対応トイレの必要性については認識いたしており、指定避難所にお

けるオストメイト対応トイレの整備を進めるとともに、備蓄についても今後検討してまい

りたいと考えております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 吉村こども未来局長。 

◯こども未来局長（吉村展子） 肢体不自由児の通園施設あゆみ学園の施設の課題について

のお尋ねでございますが、あゆみ学園は、通園希望の障がい児の増加により、保育室の確保

や保育用具、用品等の収納スペースの確保が難しくなっていること、築後 39 年を経過し、

配管や水回りなどに関して使いづらい面が見られることなど、施設面での課題があると認

識をしております。 



 今後とも、施設からの要望をくみ取りながら、利用者の利便性向上のための施設改善につ

いて引き続き取り組んでいきたいと考えております。 

 次に、発達障がい者支援センターの移転についてお答えいたします。 

 発達障がい者支援センターの今後につきましては、発達障がい者支援協議会等において

他の関係機関等との連携や就労支援の望ましいあり方等、幅広く検討を行っていきたいと

考えております。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 小中学校における小児ストーマの状況についてお答えいたします。 

 福岡市立の小中学校には膀胱や直腸に機能障がいを有する児童生徒が９名在席しており

ますが、このうちの２名がストーマを造設しております。今回改めてこれら９名の児童生徒

について学校生活の状況を調査いたしましたが、校外活動を行う場合に介助を要するなど、

個別の状況への対応を必要としており、各学校においては学校生活に支障がないよう施設

整備や支援員の配置など、適切な支援がなされておりました。 

 今後は、各種の障がいを有する児童生徒の学校生活の充実を図る観点から、教育委員会と

して児童生徒の状況を十分に把握し、必要な条件整備に努めてまいります。以上でございま

す。 

◯副議長（大石修二） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） 初めに、就労支援センターにつきましては本市の施設でありながら、

福岡県西方沖地震から７年を経過した現在も耐震改修が行われていないのは、まことに遺

憾であり、利用者本位とは言えません。ゆうゆうセンターの年間相談回数が 1,000 回を超

え、しかも相談者の多くが成人期の方となっている現状です。乳幼児期から学齢期を経て社

会に巣立つまでの一貫した療育体制の確立の視点からいえば、総仕上げとなる高校から成

人期の療育環境整備が本市には不足しておりますので、今後、両センターの整備検討につい

て強く要望をしておきます。 

 さて、あゆみ学園がお母さんたちにとってどれほど大切な施設であるか、本当に御存じで

しょうか。現在のあゆみ学園は建物は古く、トイレの入り口にはまだカーテンで仕切られた

まま、乳幼児のトイレ訓練の汚物も部屋からトイレまで歩いて運び、汚物槽もないためトイ

レの流水で洗い流しております。壁面のむき出しの温水管で子どもがけがをしないよう周

りを家具や道具で固め、置き場のない用具は手製のつい立てで目隠しをし、職員更衣室は今

や物置となり、壁にしつらえられた棚は職員の手作りの労作です。 

 このように子どもたちと母親を見つめ続ける現場の先生方は、施設が古くて危険だから

安全確保に知恵を絞り、狭くて場所がないからスペースの確保に汗を流しております。どれ

ほど心を砕いて毎日の仕事に取り組んでおられるか。この手作り感いっぱいの愛すべき施

設を見れば、先ほど御答弁されましたが、建てかえについて現場から要望が出ないのではな

く、どんな保護者も立派な施設、広くて安全な施設で我が子の療育環境を整備してほしくて

もぜいたくを言っては先生方に申しわけないと思っておられるのです。この施設を自分で



見れば、その気持ちが十分に伝わってきます。その意味では、あゆみ学園は大変にすばらし

い施設であります。しかし、職員の皆さんにとりましてはハードな仕事の合間に休憩するわ

ずかな空間さえありません。利用者本位、現場本位で冷静に判断すれば、遠からず建てかえ

の必要性はだれでも理解できるはずです。 

 先ほど、こども未来局長からも施設上の課題についてはるる御認識されていると御答弁

もありましたように、市の現状から今結論づけるのではなく、課題解決へ向け検討を続ける

スタンスを持ち続けていただきたいと要望します。より多くの幼くして障がいがある子ど

もたちが、また保護者が、将来の夢と希望をつなぐあゆみ学園を本市南部地域の療育体制の

かなめとなる南部療育センターとして位置づけ、本市も障がい者の皆様にユニバーサルシ

ティ福岡と胸を張って言えるように、今後検討されますことを重ねて強く要望して、この質

問を終わります。 

 最後にオストメイトにつきましてですが、まず小児ストーマの問題ですけれども、今回の

件から察しますと、ストーマに限らず、持病や難病がある数少ない児童生徒の実態について

も教育委員会は実態把握をしていないのではないでしょうか。教育委員会は最低限度の責

務を果たしていただきたいと思います。これを契機として病弱児、障がい児の詳細の把握に

努め、教員向けのガイドラインを作成すべきであります。また、今後小児ストーマの新入学、

進学に際し、御家族から御要望があれば学校にオストメイト対応トイレを積極的に設置す

べきでありますが、教育長のお考えをお聞かせください。 

 障がいを負うことになり、自分を取り巻く環境が大きく変わることがその後の人生にど

れほど大きく影響するかは、本当のところは御当人にしかわかりません。それどころか、周

りや社会に気を遣う余りに自分の人生を犠牲にするようなことがないよう十分な配慮をす

べきであります。健康な人でもトイレのない生活が考えられますか。集団生活や緊急時の避

難生活が強いられることを想像するだけでも障がい者は憂うつになることを思うと、とて

も人ごとではありません。 

 ストーマ日用品の全品目給付と災害用トイレの整備についてより多くの皆様の積極的な

社会参加を目指し、今後御検討いただくよう期待しております。 

 最後に、オストメイト施策に関する市長の御所見を伺い、私の質問を終わります。 

◯副議長（大石修二） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 難病などの児童生徒への対応についてお答えをいたします。 

 教育委員会におきましては、平成 23 年５月に特別支援教育推進プランを策定し、教育的

ニーズに応じた支援を行うための条件整備をさらに進めることといたしております。小中

学校に在席している難病の児童生徒につきましては、それぞれの学校においてその実情を

踏まえた適切な対応ができるようガイドラインの作成を含め、情報提供のあり方について

検討してまいります。また、小児ストーマの在籍校につきましては、必要に応じてオストメ

イト対応トイレなどの整備を行ってまいります。以上でございます。 

◯副議長（大石修二） 高島市長。 



◯市長（高島宗一郎） 福岡市ではだれもが思いやりを持ってすべての人に優しいまちユニ

バーサルシティ福岡を市政の目標像として掲げて、市政の柱として推進をしてきているわ

けでございます。 

 オストメイトの方につきましては、これまでもストーマ装具、用品の給付、並びにその使

用方法や社会生活上の相談に応じる社会適応訓練事業の実施など、生活の支援に努めてま

いりました。松野議員おっしゃるとおり、今後災害時への備えも含めて、オストメイトの

方々の生活実態を踏まえてより一層施策の充実を図って障がいの有無などにかかわらず安

全、安心に暮らせるまちづくりを目指していきたいと考えます。以上です。 

 


